
３

労
働
保
険
事
務
組
合
が
公
共
職
業
安
定
所
長
に
対
し
て
行
う
徴
収
法
第
四
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
届

出
、
徴
収
則
第
五
条
第
二
項
の
届
書
の
提
出
及
び
徴
収
則
第
七
十
三
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
届
出
は
、
徴
収

法
施
行
規
則
第
六
十
九
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
事
業
場
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
公
共
職
業
安

定
所
長
に
対
し
て
行
う
こ
と
が
で
き
る
。

３

労
働
保
険
事
務
組
合
が
公
共
職
業
安
定
所
長
に
対
し
て
行
な
う
徴
収
法
施
行
規
則
第
四
条
の
保
険
関
係
成
立

届
、
徴
収
法
施
行
規
則
第
五
条
の
名
称
、
所
在
地
等
変
更
届
及
び
徴
収
法
施
行
規
則
第
七
十
三
条
第
二
項
の
代

理
人
選
任
・
解
任
届
の
提
出
は
、
徴
収
法
施
行
規
則
第
六
十
九
条
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
当
分
の
間
、
事
業

場
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
公
共
職
業
安
定
所
長
に
対
し
て
行
な
う
こ
と
が
で
き
る
。

附

則

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
昭
和
四
十
七
年
労
働
省
令
第
八
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

（
有
期
事
業
の
一
括
）

（
有
期
事
業
の
一
括
）

第
六
条

（
略
）

第
六
条

（
略
）

２

法
第
七
条
第
五
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

２

法
第
七
条
第
五
号
の
厚
生
労
働
省
令
で
定
め
る
要
件
は
、
次
の
と
お
り
と
す
る
。

一
〜
三

（
略
）

一
〜
三

（
略
）

（
削
る
）

四

厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
種
類
の
事
業
以
外
の
事
業
に
あ
つ
て
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
が
、
前
号
の
事

務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労
働
局
の
管
轄
区
域
又
は
こ
れ
と
隣
接
す
る
都
道
府
県
労
働
局
の
管

轄
区
域
（
厚
生
労
働
大
臣
が
指
定
す
る
都
道
府
県
労
働
局
の
管
轄
区
域
を
含
む
。）内
で
行
わ
れ
る
こ
と
。

（
削
る
）

３

法
第
七
条
の
規
定
に
よ
り
一
の
事
業
と
み
な
さ
れ
る
事
業
の
事
業
主
は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
事
業
を
開
始
し
た
と

き
は
、
そ
の
開
始
の
日
の
属
す
る
月
の
翌
月
十
日
ま
で
に
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
記
載
し
た
届
書
を
所
轄
労
働

基
準
監
督
署
長
に
提
出
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一

労
働
保
険
番
号

二

事
業
主
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
所
在
地

三

事
業
の
名
称
、
事
業
の
行
わ
れ
る
場
所
及
び
事
業
の
予
定
さ
れ
る
期
間

四

建
設
の
事
業
に
あ
つ
て
は
、
発
注
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
所
在
地
並
び
に
当
該
事
業
に
係
る

請
負
金
額

五

立
木
の
伐
採
の
事
業
に
あ
つ
て
は
、
立
木
の
所
有
者
の
氏
名
又
は
名
称
及
び
住
所
又
は
所
在
地
、
当
該
事

業
に
係
る
労
働
者
の
延
べ
人
数
並
び
に
素
材
の
見
込
生
産
量

３

法
第
七
条
の
規
定
に
よ
り
一
の
事
業
と
み
な
さ
れ
る
事
業
に
係
る
こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
る
事
務
に
つ
い
て

は
、
前
項
第
三
号
の
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労
働
局
長
及
び
労
働
基
準
監
督
署
長
を
、
そ
れ

ぞ
れ
、
所
轄
都
道
府
県
労
働
局
長
及
び
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長
と
す
る
。

４

法
第
七
条
の
規
定
に
よ
り
一
の
事
業
と
み
な
さ
れ
る
事
業
に
係
る
こ
の
省
令
の
規
定
に
よ
る
事
務
に
つ
い
て

は
、
第
二
項
第
三
号
の
事
務
所
の
所
在
地
を
管
轄
す
る
都
道
府
県
労
働
局
長
及
び
労
働
基
準
監
督
署
長
を
、
そ

れ
ぞ
れ
、
所
轄
都
道
府
県
労
働
局
長
及
び
所
轄
労
働
基
準
監
督
署
長
と
す
る
。

平成年月日 金曜日 (号外第号)官 報

附

則

（
施
行
期
日
）

１

こ
の
省
令
は
、
平
成
三
十
一
年
四
月
一
日
か
ら
施
行
す
る
。

（
経
過
措
置
）

２

こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
労
働
者
災
害
補
償
保
険
に
係
る
保
険
関
係
が
成
立
し
て
い
る
事
業
で
あ
っ
て
事
業
の
期
間
が
予
定
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
の
一
括
の
要
件
に
つ
い
て
は
、
こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
労
働
保
険
の
保
険
料
の

徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
第
六
条
第
二
項
の
規
定
に
か
か
わ
ら
ず
、
な
お
従
前
の
例
に
よ
る
。

〇
厚
生
労
働
省
令
第
百
三
十
八
号

労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
（
昭
和
四
十
四
年
法
律
第
八
十
四
号
）
第
七
条
第
五
号
及
び
第
四
十
五
条
の
二
の
規
定
に
基
づ
き
、
労
働
保
険
の
保
険
料
の
徴
収
等
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次

の
よ
う
に
定
め
る
。

平
成
三
十
年
十
一
月
三
十
日

厚
生
労
働
大
臣

根
本

匠


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